
（１）「質の⾼いインフラ」の整備推進
・ダム､下⽔道､農業⽤施設等による､流域治⽔を通じた⽔害

被害軽減（適応策）と､温室効果ガスの削減（緩和策）を
両⽴できるハイブリッド技術の開発・供与
（ダム：既存ダムの運⽤改善や改造により､早期に効果発現）

・官⺠協働による「質の⾼いインフラ」の導⼊提案
（２）観測データの補完への貢献

・気象衛星（ひまわり）､陸域観測技術衛星２号（だいち２号）､
全球降⽔観測計画（GPM）主衛星等の衛星データ供与

（３）ガバナンス（制度・⼈材・能⼒）への貢献
・AI/IoT等での予測･解析技術等による⽔害リスク評価の⾼度化
・アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）や

データ統合･解析システム（DIAS）を通じた⼈材育成等への⽀援
（４）⼆国間クレジット制度（JCM)の活⽤・拡⼤

熊本⽔イニシアティブ（概要）
−「新しい資本主義」に基づく「質の⾼いインフラ」整備への積極的な貢献−

我が国は、アジア太平洋地域における⽔を巡る社会課題に対し、官⺠協働により、デジタル化やイノベーションを
活⽤して、社会課題の解決を成⻑エンジンとし、持続可能な発展と強靱な社会経済の形成につなげていく「新しい
資本主義」に基づき、我が国の先進技術を活⽤した「質の⾼いインフラ」整備等を通じて、積極的に貢献する。
１.気候変動適応策・緩和策両⾯での取組の推進

２.基礎的⽣活環境の改善等に向けた取組の推進
（１）「質の⾼い⽔供給」の整備推進

・ IoT技術等の先進技術導⼊等による⽔道施設整備等の推進
（２）「質の⾼い衛⽣施設」の整備促進

・下⽔道や分散型衛⽣施設等を整備し､運営能⼒強化等を推進

今後５年間で約５，０００億円の⽀援を実施

【第４回アジア･太平洋⽔サミット】
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衛星観測データ

文部科学省と国土交通省が連携

JAXAと国土交通省
が連携

リスク評価とリスク
マップ

ICHARMと国土交
通省が連携

質の高いダム

国土交通省、水資源機構、JICA
が連携

質の高い下水道

国土交通省が実施

質の高い農業農村

農林水産省と国土交通
省が連携

国際的な連携

ADB, WB, WMO, GWP, 
USACE, USDOSなどと
の連携を協議中

熊本⽔イニシアティブを実現するための連携体制
気候変動予測データ
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（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
取組を進めるために留意する視点

 第４回アジア・太平洋⽔サミットの成果である熊本宣⾔、議⻑サマリーの概念である、
（１）新型コロナウイルスによる被害や危機からの回復において⽔分野が重要な役割を果たす
（２）そのために強靭性、持続可能性、包摂性を兼ね備えた質の⾼い社会への変⾰が必要である
（３）その実現を加速するためにガバナンスの向上、ファイナンスの確保、科学技術の活⽤が重要である

ことに改めて留意。

 国際社会での継続的な情報発信を⾏う視点と、1⼈1⼈の⼈間の幸福が実現され、地域におい
て弱者が取り残されることがないよう配慮する視点の両⽅を持つ。さらに、この取組を国際
社会や地域住⺠に理解してもらうため、分かりやすい広報を⾏う。

 気候変動適応策だけでなく、緩和策にも同時に便益があるような統合的な取組を⾏うと共に、
両者を組み合わせて全体的に最適な効果を発揮することを⽬指す。特に省エネや化⽯燃料代
替エネルギー確保といった緩和策は適応策との親和性が⾼く、グリーンインフラやEco‐DRR
といった適応策は緩和策を内包する取組である。

 取組の成果を、可視化や経済的効果への変換によって分かりやすく打ち出す。これにより、
取組の裨益者や意思決定者等の理解を促進する。

 ⼈材育成が重要である。特に、専⾨的な知⾒を有し、様々な関係者間の調整を適切に⾏い、
事業の管理・運営を⾏い、質の⾼い社会づくりに貢献できるようなファシリテーターとなる
⼈材を育成することを意識する。
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（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
衛星観測データや気候変動予測データの利⽤

 質の⾼い衛星観測データ取得とデータ利⽤
宇宙航空研究開発機構（JAXA）と国⼟交通省が連携し、⽔分野で活⽤される衛星観測データ

及び同データから作成された情報（全球降⽔分布データ、豪⾬⼲ばつ指標情報、陸域⽔⽂モデ
ルに衛星観測情報を取り込んだ⽔循環シミュレーション結果、⼟壌⽔分データ、地盤⾼データ、
⼟地利⽤分類図等）の利活⽤を進める。

この取組の成果を衛星観測データ取得の活動にフィードバックし、将来にわたって衛星観測
データ等の取得・提供体制が継続されるよう情報共有を⾏う。

衛星全球降⽔マップ “GSMaP” 洪⽔時に衛星による緊急観測を
⾏い、浸⽔域を推定

複数の衛星データを分類し、
⾼解像度の⼟地利⽤図を作成
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（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
衛星観測データや気候変動予測データの利⽤

 気候変動予測データの創出
⽂部科学省が各国の⼤学や研究機関と連携し、

⽇本の気候モデルを活⽤した気候変動予測に関
する共同研究を実施。共同研究を通じて、各国
の⽔災害リスク評価に必要な気候変動予測デー
タを創出する。

当該予測データを国⼟交通省が⽔災害リスク
評価等に利活⽤し、その成果を同共同研究に
フィードバックすることにより、将来にわたっ
て気候変動予測データの創出が継続されるよう
情報共有を⾏う。

気候変動予測データの創出（降⽔量の変化）

 データ統合・解析基盤提供
⽂部科学省と国⼟交通省が連携し、デー

タ統合・解析システム（DIAS）を通じて衛
星観測データや気候変動予測データ等の
データ統合・解析基盤を各国に提供し、⽔
災害リスク評価等の取組を促進する。

気候変動に伴う浸⽔
域の変化をもとに対
策を検討

観測・予測データ

データ蓄積・計算機による解析
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（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
⽔災害リスクと経済への波及効果の評価

 複数国でのリスクマップ作成
⽔災害リスクに対して、政府関係者や地域住⺠の理解を得て様々な取組を進めるためには、

リスクを正確に把握し、それを分かりやすく可視化することが必要。
国⼟交通省は、複数国の対象地域において衛星観測データと地上データを組み合わせ、可能

であれば将来の気候変動予測データも活⽤しつつ、洪⽔氾濫シミュレーションを⾏った上で、
洪⽔による浸⽔頻度・浸⽔深を地図上に⽰したリスクマップを作成する。

さらに、この取組を通じてリスクマップの作成⼿順を⽰したガイドラインを作成する。この
ガイドラインや⽂部科学省と連携したデータ統合・解析システム（DIAS）を活⽤した研修プロ
グラム等を通じて、データ活⽤や⽔災害リスクマッピングを担う⼈材育成を⽀援する。

洪⽔氾濫シミュレーション

⼟地利⽤データ

標⾼データ

⾬量データ

衛星観測データと地上観
測データを組み合わせて
作成

その他データ

リスクマッピング 6



（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
⽔災害リスクと経済への波及効果の評価

 ⽔災害リスクやインフラ整備の経済的波及効果の把握・活⽤
⽔災害は⽣命や財産に直接的な被害をもたらすだけでなく、地域の経済にも波及効果をもた

らす。その⼀⽅で⽔災害リスクに対して適切なインフラ整備を⾏うことにより、経済的に正の
波及効果が期待できる。

熊本県加勢川では堤防完成後、⽔害リスクの減少によりショッピングモールや商⼯業団地の
進出などで商業事業所数が約２倍に増加、産業従業者数は約４倍に増加するなど、地域経済の
発展に寄与した。今後は税収の変化を定量的に計測することも検討中。

このように、⽔災害リスクやインフラ整備の経済的波及効果を定量的に評価することにより、
官⺠による投資の意思決定を後押しすることが期待される。

熊本県加勢川改修事業のBefore & After 7



（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
⽔災害リスクと経済への波及効果の評価

 ⽔害リスクを踏まえた早期警戒対応
早期警戒のシステムが適切に運⽤さ

れることにより、発災前の住⺠避難や
事業所等の⾃衛⾏動を促し、洪⽔被害
を軽減することが可能。よってICHARM
が研究を進めている⽔位のリアルタイ
ム観測データや降⾬アンサンブル予測
を⽤いた河川⽔位の予測システムを早
期警戒発出のために活⽤する。

予測⽔位観測⽔位

マップから⽔位観測地点を選択

配信画⾯

 地球観測の国際連携パートナーシッ
プとの連携
⽂部科学省と国⼟交通省が連携し、

地球観測に関する政府間会合（GEO）
のネットワークを活⽤し、地域の課
題・能⼒等を把握すると共に、取組内
容の浸透・拡⼤を⽬指す。

【GEOの構造】
閣僚級会合
本会合

執⾏委員会
プログラムボード

地域GEO

事務局

２〜４年に１回開催。
年１回開催。GEOの意思決定体。

本会合の意思決定を補助。

専⾨家ボード。

GEO活動の地域枠組み。

ジュネーブ（WMO内）
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9

（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
質の⾼いダムの整備促進

 質の⾼いダムの整備促進
新規ダムの建設は容易ではないため、既設ダムをより効果的・持続的に活⽤することが重要。
⽔資源機構やJICAと国⼟交通省が連携し、既設ダムの再⽣に関するプロジェクト形成を進め

る。具体的には、既設ダムの運⽤改善や改造、上下流ダムの連携により、洪⽔・渇⽔を軽減す
る気候変動適応策と⽔⼒発電機能を増強する緩和策を両⽴できる質の⾼いダム整備を推進する。

さらに、ダムの持続的活⽤の阻害要因になる堆砂問題や施設の劣化が懸案となっているダム
に対する対策も進める。

洪⽔調節容量

利⽔容量

洪⽔調節容量

利⽔容量

貯⽔位を低下
（事前放流）

利⽔容量

貯⽔位を上昇

使⽤可能な⽔量の増
⇒  農業･都市⽤⽔供給の安定化
⇒  ⽔⼒発電の増強

洪⽔を貯留可能な空き容量の増
⇒  治⽔機能の強化

晴天が続くと予測される
時は貯⽔位を上げる

【既設ダム】
治⽔容量・利⽔容量を
明確に区分して運⽤ ⼤⾬が予測される時は

貯⽔位を下げる

▽常時満⽔位(制限⽔位)

洪⽔調節容量

利⽔容量

かさ上げ
容量増

容量増

治⽔容量の増 ⇒ 治⽔機能の強化
利⽔容量の増 ⇒ 農業･都市⽤⽔供給の安定化

⇒ ⽔⼒発電の増強

既設ダムの改造 (例) ダム運⽤の⾼度化 (イメージ)

洪⽔調節容量

放流設備
の改造

⽔⼒
発電

⽔⼒
発電

気候変動適応策・緩和策

改造 運⽤改善

気候変動適応策・緩和策

［堤体かさ上げ］貯⽔容量の増⼤ ＜⾬量・ダム流⼊量予測を活⽤した柔軟な運⽤＞



（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
質の⾼い下⽔道の整備促進

 質の⾼い下⽔道の整備促進
環境省と国⼟交通省が連携し、「アジア汚⽔管理パートナーシップ（AWaP）」を通じてアジ

アにおける汚⽔管理の主流化と下⽔道への投資増加等の取組を促進する。
また、下⽔道の整備による汚⽔管理と都市浸⽔の軽減を⼀層促進させるのみならず、下⽔汚

泥をバイオマス発電に有効活⽤して再⽣可能エネルギーの増量を促進する。
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⽇本の下⽔道による総合的な浸⽔対策

汚泥消化タンク

発電

下⽔汚泥を活⽤したバイオマス発電

消化ガスの活用

貯留施設

河川

止水板

貯留浸透施設

降雨レーダーによる
情報提供システム

地下街

地下鉄

雨水浸透ます

逆流防止施設

雨水排除データ
情報提供システム

止水板

雨水管
貯留管

各戸貯留浸透施設

透水性舗装



（熊本⽔イニシアティブを踏まえた関係機関連携による取組）
質の⾼い農業農村の整備促進

 質の⾼い農業農村の整備促進
農業⽣産の観点で整備・運⽤されているダム、ため池、基幹⽔路、農地といった農業⽔利施

設は、渇⽔対応だけでなく農村の洪⽔対策にも貢献するインフラである。このような農業⽔利
施設を活⽤した貯⽔、貯留、配⽔、取⽔などの⽔管理の強化と⽔関連災害対策の両⽅の効果が
期待できる取組を進める。
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